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３－３ アラスカ州 Greens Creek Tailing 

 アラスカ南東部の都市ジュノーの１８マイル南西にある、Greens Creek Tailing 鉱山の拡張プロジェ

クトである。この鉱山は、毎年、１０００万オンスの銀、６５０００オンスの金、および鉛と亜鉛を併

せて２０００００トン産出する。しかし、今のままの規模では２０１５年に完全な閉山に追い込まれる

との見込みがあり、鉱山の拡張を行う必要が出てきている。 

 

図３－３ Greens Creek Tailing 鉱山 

23



 

図
３
－
４
 
鉱
山
の
拡
張
予
定
図

 

24



Alternative A は No action である。しかし、この案の場合、二年以内に地元の鉱山関連の経済に悪

影響が出始め、２６５の直接の関連業務、１４１の間接的な関連業務合わせて３８００万ドルの市場が

縮小し、６２６人の労働者と１２５人の周辺学校の生徒の生活が脅かされるとの試算がなされている。 
 No Action の他に代替案はＢから D まで、計４つが検討された。鉱業副産物の処理場や負荷の軽減対

策のとりやすさ、周辺の水源への影響、現在守らなくてはならない法律との兼ね合いで、最終的に C 案

が選ばれた。 
 住民参加については、スコーピング段階からオープンハウス形式（自宅開放、特別の催し、来客を歓

迎する家。アメリカのパーティの形式の一つ。長い時間を設定して、その間ならいつ行って、いつ帰っ

てもよい。誘われていない友達などを連れて行ってもよい気軽なパーティ。）で行われていた。 
 スコーピング段階において以下に示すとおり、５８の主体から計１３５件の意見が提出された。 
 

表３－９ スコーピング段階で意見を出した主体と数 

 
  

DraftEIS が作成された後、それに対しての意見が聴取された。２４４７件の意見が、E-mail や手紙

により提出された。 
 

表３－１０ DraftEIS に対して意見を出した主体と数 

 

  
事業に対する住民の意見は Form Letter A 及び B により提出されたとされているが、この A と B

がどのように異なるものだったのかは入手した資料の中に具体的な記述が無かった。 
懸念された主なものは、１．周辺の水資源への影響、２．Admiralty Island Monument（1978 年に

Presidential Proclamation により設立された国定史跡）への影響であった。 
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３－４ アラスカ州 Management and Recovery of the Cook Inlet Beluga Whale Stock 

 アラスカ州のクック入り江(Cook Inlet)において、ベルーガ・イルカ（別名ベルーガ、ベルーガ・イ

ルカ、海のカナリヤ、シー・カナリー、シロイルカ：歯クジラの一種。大人になると白くなる。5m、

1.5 トン位。歌のような声を発するので「海のカナリヤ」と呼ばれる。）が激減している。その勢いは、

１９９４年から１９９８年の間に、５０％減という顕著なものである。 
 The National Marine Fisheries Service は、アラスカ先住民による、クック入り江のベルーガ・イル

カの捕獲に一定の制限をかけ、ベルーガ・イルカの生息数を維持すべく事業を立ち上げた。 
 年にどれほどのベルーガ・イルカの捕獲を許すのか、制限をかける期間はどれほどの長さか、等の観

点から複数の代替案が検討された。 
 代替案１：捕獲を完全に止める。 
      生態学的に十分とされる７８０頭に回復するまで、２２年とされている。しかしこの 

案を選ぶ場合、２０年以上にわたり、アラスカ先住民が生活の糧としてきた捕鯨を止めさ

せることになり、文化的な影響は避けられない。 
 代替案２：年に一頭の捕獲を２０００年から２００７年まで。 
 代替案３：２００８年から、頭数が回復するまで年に二回（二頭）の捕獲を行う。 
 代替案４：年に二頭の捕獲を行うが、７８０頭を下回らないレベルに抑える。 
 代替案５：２％の増殖率の範囲内に捕獲を抑える。 
 代替案６：No action （何も対策を行わない） 
 DraftEIS には、この規制による経済への影響、およびベルーガ・イルカとその生息環境への影響の

評価が盛り込まれている。それぞれの代替案を採用した場合のベルーガ・イルカの頭数の将来の推移予

測は下の表に示す通りである。NMFS が推奨しているのは代替案４である。 
 住民参加に関しては、スコーピングのためのミーティングが 1999 年 12/16 に開かれた。 

 
表３－１１ 各代替案でのイルカ頭数の将来予測 
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３－５ アラスカ州 Northwest National Petroleum 

 アラスカ北西部の計８８００万エーカーの土地での、油田と天然ガス資源採掘場の開発事業である。 
 現在、アメリカ国内の１６％の原油生産量を担う地域である。しかし、生産量は徐々に減少してきて

いる。それを補うためにも、新しい油田の開発が必要であるが、それが周辺の狩猟民族であるイヌイッ

トの生活にどのような影響を与えるか、水鳥への影響、水棲ほ乳類への影響はどうなるか、等の観点か

ら影響評価を行っている。 
 No Action を含めた全部で５つの代替案が策定された。 
代替案 No Action 
 現状維持。新しい油田の開発などは行わない。 
代替案Ａ 
 Wilderness Study Areas および Wild and Scenic Rivers を外して開発を行う。 
代替案Ｂ 
 Bureau of Land Management の管轄する地域のうち、９６％について開発を行う。 
代替案Ｃ 
 Bureau of Land Management の管轄する地域のうち、４７％について開発を行う。 
代替案Ｄ（Preferred Alternative） 
 １０年間かけて、１５７００００エーカー（管轄地域のうち、約１７％）を開発する。 
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３－６ アラスカ州 Liberty Development and Production Plan 

増大する米国のエネルギー需要とエネルギー自給率向上のための、油田と天然ガス資源採掘場の開発

事業である。５６０万エーカーの土地が、事業対象地域とされている。 
  

 
図３－８ プロジェクト対象地域 

 
 スコーピング（調査すべき影響の絞り込み）の段階から積極的な意見聴取を行っており、様々な NGO
や企業団体、環境保護団体や地方公共団体、個々人から意見が集められた。採りうる代替案についても

その時点で開示、意見を聞いている。 開発面積や、取るべき影響軽減措置、得ることのできる資源量

などの観点から複数の代替案が検討された。代替案が４つあることは報告書から分かったが、それぞれ

が具体的にどの程度の開発を行うのか、については詳細な記述をみることができなかった。報告書の情

報量は膨大で、A4 で１０００ページを超えた。 
 事業の計画地域には絶滅危惧種の生息域もあり、公式、非公式に多くの調査活動が行われた。 
 DEIS の完成の直後、公聴会が全３回、別々の場所で行われた。ここで得られた質問や意見に関する

質問は、Final Environmental Impact Statement(以下 FEIS)にて回答された。 
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表３－１１ 代替案の比較検討 

 
 

 

図３－９ 代替案１（開発面積：中）でのプロジェクト対象地域。 
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３－７ アラスカ州 Transformation of U.S. Army Alaska 

 軍のトレーニング施設の設置、迅速な展開のためのインフラ整備、無人機の発着とメンテナンスのた

めの施設整備、軍港の整備、などを含めた米軍の再編成の一環としての事業である。 
 再編に加え、新しいインフラを整備するか否か、また空挺部隊を設置するか否かといった観点から四

つの代替案が考案された。 
代替案１：No Action 
代替案２：第１７２歩兵旅団の再編のみ。 
代替案３：第１７２歩兵旅団の再編と新しいインフラの設置。 
代替案４：第７１２歩兵旅団の再編と新しいインフラ、および空挺部隊の設置となっている。 
 
事業者にとって望ましい代替案は４とされた。 

 施設や土地が必要となる場合の立地場所、建設物、トレーニングを受ける兵員数、収容する必要のあ

る土地の面積、有事の際に軍の展開の迅速化にどれほど貢献するか、周辺の観光産業への影響、交通機

関への影響、生態系への影響、火気の取り扱い、大気質、土壌への影響、河川水、地下水、湿地、植生、

漁業への影響、騒音、地元の社会経済への影響などが、それぞれの代替案につき詳細に分析されている。 
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図３－１０ 立地区域地図 
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３－８ ワシントン州 BP Cherry Point Cogeneration Project 

 天然ガスと廃熱による７２０MW のコージェネレーション発電プラントの建設事業である。BP 
cherry Point の Ferndale と Blaine の間に建設される予定である。 
 対象地区の自治体は、２０２５年までの電力需要の見通しを作成し、２００１年から２０２５年まで、

おおよそ年１．８～１．９％の割合で需要は増えていくと予想した。特に、２０１１年までは、夏場の

ピーク時の需要が２．５％ずつ増えていくとも予想した。 
 電力需要の増加割合を Low ,Medium Low ,Medium ,Medium High ,High と５つのシナリオで予測

したものを表３－１２に示す。 
表３－１２ シナリオごとの需要予測 

 
 
 送電効率、行政側の管理の容易さ、北西部の西海岸地域の電気需要、そして環境への影響等が評価項

目として挙げられた。これらの項目を考慮し、立地場所、冷却施設に用いる技術などで複数の代替案が

検討された。 

 
図３－１１ 発電所の設計図 

 

35



３－９ オレゴン州 Lake view Proposed Resource Management Plan 

 オレゴン州南東部の約３２０万エーカーの Lakeview 地域での資源管理事業。観光目的の乱開発や鉱

業開発、狩猟を抑制し、絶滅危惧種や景観、貴重な植生への影響を軽減。そして再生・維持可能なレベ

ルでの資源利用を目的とした総合的な資源管理プロジェクトである。 

 
図３－１２ Lakeview 

 
 具体的な内容については記述が得られなかったが、検討された代替案は表３－１３に示す A～E の五

つ。 
 

表３－１３ 検討された代替案 
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３－１０ カリフォルニア州 Minuteman III Modification 

 米国のミサイル防衛システム構築のための総合的な開発事業である。ミサイルの発射台建設、レーダ

ーサイトの建設、ミサイル運搬のための車両の通行路の敷設といった種々事業を含む。 

 
図３－１３ プロジェクト対象地区 
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図３－１４ 当プロジェクトで使用されるミサイル（右端） 

 

図３－１５ ミサイル運搬用トレーラー 
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 住民から指摘された影響は、１．ミサイルのエンジンからの噴出物が大気質にもたらす影響、２．ミ

サイル発射時の騒音（ミサイル発射自体はそう度々あるものではないので、影響は少ないとされた）、

３．周辺地域をヘリが飛行することによる野鳥への影響、４．ミサイル運搬時の事故による被害、５．

有害物質の漏れ出しなどであった。 
 代替案は、No Action と事業を実施した場合の比較検討が報告書の中で詳細に記述されていた。 

表３－１４ No Action と事業を実施した場合の比較（１） 
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表３－１５ No Action と事業を実施した場合の比較（２） 
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表３－１６ No Action と事業を実施した場合の比較（３） 
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表３－１７ No Action と事業を実施した場合の比較（４） 
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表３－１８ No Action と事業を実施した場合の比較（５） 
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表３－１９ No Action と事業を実施した場合の比較（６） 
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３－１１ モンタナ州 Rogue National Wild and Scenic River: Hellgate Recreation Area 

 オレゴン州の南西部に広がる、約８０００エーカーの地域。観光河川地域（Recreational River Area）
に指定されている。本事業は、観光目的の開発競争と利用に歯止めをかけるべく策定されたもので、地

元の自然資源の利用法について包括的な提言を行っている。 
 解決すべき問題点として挙げられたのは、１．モーター付ボートによる騒音、２．逼迫する運行によ

る危険、３．地主と観光客の紛争、４．ボートによる潜在的な魚介類への影響、５．土壌浸食、６．増

える観光客のための施設需要、７．ボートレースの開催企画、等であった。 
 代替案は、A～E までの５つが挙げられた。 
 
代替案 A：ボートの利用とその利用者を減らし、 

ボート関連の紛争が起き始めた以前の１９８５

年の水準に抑制する。 
 
代替案B：NoAction 現在の状況のままにする。 
 
代替案 C：観光業者を有資格の業者のみにし、

釣り人やボート利用の観光客からも一定の料金

を取るが、特に利用の抑制は行わない。加えて、

釣り人やボート利用の観光客の意識向上を図る。 
 
代替案 D：観光資源を最大限に利用する。 
 
代替案 E：利用客の数に一定の限度を設け、そ

れを越えた場合に料金徴収を行い、釣り人、ボ

ート利用の観光客の需要抑制を行う。 
 
 

   図３－１６ 最終環境影響評価報告書（FEIS）の表紙 
 
 需要抑制を行う対象は、以下に示す通りである。 

１．場所ごとに一日に許される船の運航量 
２．騒音を立ててはならない地域 
３．観光業者が営業してよい季節 
４．ボートのサイズ 
５．トランシーバーによる通信 。 
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３－１２ ワシントン州 Seattle Monorail Project 

 シアトルには、１９６２年にすでにモノレールが敷設されていた。老朽化したそれを撤去し、現在よ

りも拡張し、シアトル全体を結ぶ５８マイル、５つの路線を新規に敷設するという計画が立ち上がった。 

 

図３－１７ プロジェクト対象地域及び路線図概略 
 事業者である ETC(Elevated Transportation Company)は、２０２０年から運営を開始した場合、年

間２０４０万人、週間６９００人の利用が見込めると見積もっている。これにより、初年度の２０２０

年には、１０億２９００万ドルの収入が見込めるとしている。 
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図３－１８ ルートの各セグメント 

  
図のように、全体のルートは全部で６つのセグメントに分けられている。それぞれのセグメントにつ

いて、ルートの代替案が検討された。 
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図３－１９ セグメント４でのルート代替案の様子 

 
 また、ルートの代替案だけでなく、乗り降りのためのレール（Guideway）の敷設方法、および駅の

形状などについても代替案が公開されていた。 
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図３－２０ 乗り降りの代替案 

 
 さらに、プロジェクトが実施された場合に、レールやモノレール本体が街中でどのように見えるのか、

についても予測と公開が行われた。 
 

 
図３－２１ 景観の予想図１ 
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図３－２２：景観の予想図２ 
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３－１３ ワシントン州 West Coast ground fish 

Pacific Fishery Management Council および National Marine Fisheries Service によって提唱

された、混獲によって失われる水資源（水棲の動物を含む）を保護するための事業である。このために、

混獲自体を減らすこと、また避けがたい混獲が起きても、捕獲された魚介類（特に底生魚）を放流する

ことを確実に行わせることを目的としている。 
 １９９０年台より、漁船に監視員を同船させるといった対策が取られてはきたが、より実効性を持た

せるために、様々な観点から６つの対策案が今回考案された。その内容は以下の通りである。 
 
 代替案１：現在の対策から何も変えない。 
代替案２：漁獲量に制限をかける。 
代替案３：漁を行う時間を制限して、間接的に漁獲量を減らす。 
代替案４：それぞれの漁業主体に対して、混獲の割合に応じた漁獲量を割り当てる。 
代替案５：４に加えて、漁獲量を権利として売買できるシステムを取り入れる。 
代替案６：混獲が起きた場合にその廃棄を許さないことにより、混獲をゼロ近くまで減らす。 
代替案７：事業者が薦める案だが、代替案の１，４，５を適宜取り入れたもので、もっとも混獲を減

らすことのできた漁業主体を表彰する等のインセンティブを付与する。 
 

 それぞれの代替案は、経済性、環境への影響、直接・間接の影響等の観点から比較検討が行われた。

詳細は以下の表３－２０、表３－２１、および表３－２２に示す通りである。 
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